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つ。経営の部分について、何としてもいろんな

努力をして赤字から黒字にしろと。黒字になっ

たら、それは内部の留保でもいいし、あとはボ

ーナス等、そういったことにもできるんじゃな

いかということで、ぜひそれらを望んだところ

でございます。以上でございます。 

○町田義昭議長 14番、小関勝助議員。 

○１４番 小関勝助議員 これ市民の足、長井市

の宝でもありますので、存続に向けた対応をお

願いして、これで質問を終わります。ありがと

うございました。 

 

 

 蒲生吉夫議員の質問 

 

 

○町田義昭議長 次に、順位２番、議席番号17番、

蒲生吉夫議員。 

  （17番蒲生吉夫議員登壇） 

○１７番 蒲生吉夫議員 おはようございます。 

 通告しております２件について、順次ご質問

を申し上げたいと思います。 

 最初に、長井市老人憲章を高齢者憲章に改定

をについてお伺いいたします。 

 長井市内的には、敬老会などの祝賀事業がな

くなっているところも多いわけです。西根地区

全体として、地区長会連合会が受託し敬老会を

継続してきましたが、委託事業でなくなったと

きに取りやめになりました。しかし、私の住ん

でいる川原沢区では、１戸当たり300円の敬老

会協力金を集めていたこともあり、区の事業と

して継続することができました。ことしは９月

20日、敬老の日に実施しましたところ、内谷市

長にも出席いただきました。隣の席に私が座っ

ていましたので、「老人憲章でなく高齢者憲章

にしてはどうだろうか」という話をしたと思い

ます。同時に、実行委員には、「せっかく飾り

のついた進行のしおりをつくったのだから、長

井市老人憲章というのがあるので、それも載せ

るといいかもしれない」との話もしたと記憶し

ております。 

 しかし、昭和53年６月に制定したとされてい

る「長井市老人憲章」というタイトルでなく、

もう少し何か呼び方があるのではないかと思い

調べたところ、比較的新しくできたところは

「高齢者憲章」などとしているようであります。 

 また、通告において、老人、高齢者の法律の

引用や固有名詞を除き使い方を統一するべきで

はないかとも思います。 

 ちなみに、福祉事務所発行の「長井のふく

し」については、法の引用や固有名詞を除いて

ほとんどが「高齢者」との表現になっているよ

うですが、もう少し精査を要する部分もありそ

うです。公に発行している文書全体を、機会を

見て見直しをする必要があると考えているとこ

ろでございます。ご見解をお伺いしたいと思い

ます。 

 ２番目に、市民憲章や宣言文と同様に例規集

に載せてはどうだろうかということであります

が、現在の長井市老人憲章は53年６月の定例会

などで議会において採択したのではないかと思

われますが、なぜか例規集には掲載していませ

ん。ほかの市においても載せていないのだろう

かと思って見てみましたら、老人憲章、高齢者

憲章として定めているところでは例規集に掲載

しているようであります。 

 長井市老人憲章は、市民の役割が２項目、高

齢者の役割が３項目になっていてバランスをと

っているようですが、５項目から成る「日野市

老人憲章」は、老人の生きがいある日常生活を

保障するためとして高齢者の役割の部分がなく、

一方的だと思います。５項目から成る「みたか

高齢者憲章」は、高齢者の任務だけで構成をさ

れております。最後に、平成５年に制定した京

都の「城陽市高齢者憲章」は、市民の役割が３

項目、高齢者の役割が３項目で構成されていて、
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中身的にも充実していると感じました。 

 高齢者の役割の部分だけを紹介いたします。

１つ、私たち城陽市の高齢者は、気力と体力を

養い、みずからの健康を守り、これに喜びを見

出す生活をおくります。１つ、私たち城陽市の

高齢者は、いつまでも学ぶ心を失わず社会を考

え、世界に関心を持ち、豊かに生きるよう努め

ます。１つ、私たち城陽市の高齢者は、地域活

動に参加し、自らの能力を社会に役立て、とも

に住みよい社会をつくります。というものであ

ります。 

 この際、長井市老人憲章を高齢者憲章に改定

するだけでなく、他市の事例を研究し、憲章の

中身も充実していくことも必要だと思いますが、

いかがでありましょうか、ご見解をお伺いした

いと思います。 

 ２つ目の項目に入ります。日本赤十字社、長

井市社会福祉協議会に対する情報の提供など、

市の個人情報の管理が甘いのではないかについ

てお伺いをいたします。 

 ９月定例会一般質問において、各種団体に対

する協力金や会費などの名目での寄附について

質問し、それぞれに答弁をいただきましたが、

時間の制限があり不十分な質疑で終了したこと、

長井市社会福祉協議会や日赤社費について、納

付書、領収書などの個人情報がどこに貸し出さ

れ、印字されたかなどについて、企画調整課長、

福祉事務所長、市民課長に質問しましたが、長

井市情報公開・個人情報保護審査会条例に基づ

く保護審査会を所管する総務課長の答弁を求め

るようにしていなかったこともあり、不十分な

質疑に終わりました。 

 しかし、私としては、当局は何らかの方向を

示さなければならない課題も残したままといっ

た感じを持っております。 

 また、この項で市長にも答弁者として通告し

ていますが、課長から市長に振ってもらうわけ

にはいきませんので、必要が生じたら答弁をし

ていただくということで理解をいただきたいと

思います。 

 最初に、日本赤十字社、長井市社会福祉協議

会に対する情報の提供に無理があるのではない

かについてお伺いいたします。 

 ９月の議会では、「社協や日赤の納付書、領

収書について、住所、世帯主氏名、地区コード、

世帯コード、個人コードなどが入ったものがは

だかのまま地区長に配布され、隣組長に配布さ

れ、個人宅に配布される。どの条項に基づき行

われたか」といった質問に、市民課長から、

「平成15年に開催された長井市個人情報保護審

議会で外郭団体への情報提供として消防本部、

日赤、社協は報告されている」とのこと。また、

「社協については、長井市個人情報保護条例第

９条第１項第６号に該当しているとの判断で承

認している」との答弁でありましたが、現状を

見たとき、この条例に対する適用で合っている

のだろうか疑問です。ちなみに、第９条、利用

及び提供の制限、第１項は、「実施機関は、個

人情報取り扱い事務の目的以外の目的のために

個人情報を当該実施機関の内部において利用し、

または当該実施機関以外のものに提供してはな

らない。ただし、次のいずれかに該当するとき

はこの限りでない」とあり、そのただし書きの

第６号は、「国が相当の理由をもって事務に必

要な限度で活用し、かつ本人の権利、利益を不

当に侵害するおそれがないと認めるとき」とな

っていますが、どのように読めば情報を提供し

てもよいとなるのか、ご説明をお願いをしたい

と思います。 

 現場では、地区長を通して少なくとも隣組長

まで知れ渡ることになりますが、そのことも含

めてお答えを願いたいと思います。 

 次に、９月議会以降、個人コード、世帯コー

ドなどについて申請団体と協議がなされたかに

ついて市民課長にお伺いをいたします。 

 先ほどの項と同じように、「日赤、社協から
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発行された個人情報の入った納付書、領収書が

はだかのまま動き回ることを想定できなかった

のか」という質問に、住民記録マスターのファ

イル管理者である市民課長からは、「個人情報、

大事な情報だということで、個人コードとか世

帯コードなど表示しないようなことを申請団体

と協議して改善してまいりたい」と答えていま

すが、協議なされたか。なされたとすれば、ど

のように改善することになるのかについてお聞

かせ願いたいと思います。 

 次に、９月の一般質問における流れの中で、

情報公開・個人情報保護審査会が開催され、検

討されるものと思っていましたので、通告のよ

うに９月議会以降この件で情報公開・個人情報

保護審査会が開催されたかとなりました。この

件について、開催されたのかどうかをお聞かせ

を願いまして、壇上からの質問といたしたいと

思います。ご清聴ありがとうございました。

（拍手） 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 蒲生吉夫議員のご質問にお答え

いたします。 

 蒲生議員からは２点ほど質問いただきまして、

まず１点目でございますが、長井市老人憲章を

高齢者憲章に改定をという点でございます。 

 議員からもありましたように、ことしの川原

沢地区の敬老会でいろいろご提言いただきまし

て本当にありがとうございます。 

 老人、高齢者の法律の引用や固有名詞を除き、

使い方の統一をでございますけれども、老人と

高齢者の使い分けのはっきりとした基準はわか

らないわけでございますが、国連の世界保健機

関の定義では、65歳以上の人のことを「高齢

者」としているようです。人口年齢構造では、

65歳以上を「高齢人口」と呼んでいる現状でご

ざいます。近年は、特に行政用語として「老

人」の言い方を避けまして、蒲生吉夫議員がお

っしゃるように「高齢者」として用いることが

多くなっているんではないかと見ております。 

 長井市が各種計画等で使用している文言は、

法律の引用や固有名詞を除き、高齢者という文

言を一般的に使用しているところであり、統一

して使用しております。 

 この項の２点目で、市民憲章や宣言文と同様

に例規集に載せてはどうかでございますが、現

在の長井市老人憲章は昭和53年６月に制定した

ものでございますが、どういう理由からか例規

集には掲載されておりません。例規に載せる意

味については、市民に広く知らしめること、市

政にかかわるものについて掲載することと理解

しておりますけれども、どのような経過で掲載

されていないか、残念ながら32年前のことなん

ですけども、いろいろ調べましたが不明でござ

いました。 

 長井市老人憲章を制定してから32年が経過し

ておりまして、高齢者を取り巻く環境は大きく

変化しております。最近では「無縁社会」と言

われる言葉も出るなど、家族のきずなや地域で

のつながりが希薄になってきておりまして、改

めて高齢者自身の自分にふさわしい生活を築く

ことが求められている時代だと思っております。

そういった意味から、長井市老人憲章の見直し

をしてもよいというか、もうすべき時期に来て

いるのではないかなと、議員のご指摘のとおり

でございます。見直しの際には議会の皆様にも

ご理解を得て進めてまいりたいと思いますが、

蒲生吉夫議員から紹介ありましたように、城陽

市の事例などを含めて全国のいろいろな高齢者

憲章の事例などを調べまして、憲章の内容その

ものについてもぜひより改善された内容になる

ように検討してまいりたいと思っているところ

でございます。大変ありがとうございました。 

 次に、大きい項目の２点目でございますが、

私の方からは１点目の日本赤十字社、長井市社

会福祉協議会に対する情報の提供について、無

理があるのではないかということについてだけ
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申し上げたいというふうに思います。（２）と

（３）については、それぞれ担当課長から答弁

いたさせたいというふうに思います。 

 まず、この件に地区長さん、隣組長さんから

地区の皆様への納付書等の引き渡し、配布でご

ざいますけれども、また集金等に当たって地区

の役員の皆様、特に隣組長さんには大変ご苦労

をおかけしていることについて、改めてこの場

をかりて感謝を申し上げたいというふうに思い

ます。 

 ご質問の件でございますが、情報の提供につ

いては、長井市個人情報保護条例における個人

情報の取り扱い第７条から第13条に基づいて対

応してきたものでございまして、公共的団体で

ある日本赤十字社及び長井市社会福祉協議会が

その事務に必要な限度で利用し、本人の権利、

利益を不当に侵害するおそれがないものと認め、

情報の提供を行ったものというふうに認識して

おります。 

 提供された情報の内容でございますが、これ

は議員からもございましたように平成15年８月

28日の長井市個人情報保護審議会、外部団体へ

の情報提供についての報告ということで、地区

コード、組コード、世帯コード、個人コード、

住所、氏名等でございまして、これら基本的事

項にかかわるもののみでございます。例えば地

区あるいは隣組では住所とお名前、これ世帯主

ということになっておりますが、これは特に個

人情報として重要な情報ということよりも、隣

組あるいは地区にとってはこれは大体ご存じな

わけでございまして、そういった意味では経歴

の成績とか、学歴とか職業等、あるいは心身の

状況、障害とか傷病歴、または個人生活、家庭

状況、婚姻歴等にかかわるものは除かれており

ます。 

 そして、個人情報保護法の目的から照らし合

わせても、法の目的は個人の権利、利益の保護

と個人情報の有用性のバランスを図るものであ

りまして、法は個人の権利、利益の保護のみを

目的とはしておりません。個人情報の保護は大

切なことでございますが、過保護とも言える対

応、いわゆる過剰反応によりその有効性が失わ

れてはならないというふうに思っております。 

 今回、10月１日に５年ぶりに国勢調査を行っ

ておりますが、やはりこういった個人情報の市

民の意識が高くなりまして、これらについても

十分な対応を細心の注意を図ってしてきたつも

りですが、やはりこれは個人情報だから協力し

なくてもいいということではなくて、それがや

がては国勢調査の場合は国全体、自分にもかか

わってくるということでありまして、そういっ

たところをお願いしながら協力を記入をいただ

いてきたわけでございますが、そういった意味

でもこれらについてはぜひ情報提供は最小限必

要なものだというふうに考えているところでご

ざいます。 

 ただし、個人情報であれば何でも保護しない

といけないという誤解から、法の定め以上に個

人情報の提供を控えてしまうケースが先ほども

言いましたように多く見られまして、例えば学

校の緊急連絡網や災害時の要援護者名簿の作成、

あるいは児童虐待が疑われる家庭の情報など、

社会にとって有用な活動のために個人情報が有

効に活用されることが大切ではないかというふ

うに考えているところでございます。 

 私の方からは以上でございます。 

○町田義昭議長 飯澤常雄総務課長。 

○飯澤常雄総務課長 蒲生吉夫議員のご質問にお

答えいたします。 

 市長の方から、ほとんど今答弁あった内容の

とおりでございます。 

 まず初めに、文書配布担当の担当課長といた

しまして常日ごろ、市長からもありましたけど

も、地区長さん、隣組長の皆さんに大変に文書

等の配布、あるいはこのたびのケースであれば

集金等というようなことで、大変にご苦労をお
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かけしていることについて、改めて私からも感

謝を申し上げたいと思います。 

 お問い合わせの件は、市長の答弁にもありま

したように、それから９月定例会で宇津木市民

課長からの答弁にもございましたとおり、それ

からただいま議員から条文等の引用もございま

した個人情報保護条例第９条第１項第６号、こ

この規定が根拠というふうになっているのかな

と私も判断をしております。 

 国等が相当の理由をもって事務に必要な限度

で利用し、かつ本人の権利、権益を不当に侵害

するおそれがないと認めるとき、この場合は、

ただし書きの条項でございますけども、この限

りでないということで提供できるというような

内容でございます。 

 国等の範囲につきましては、国、他の地方公

共団体、その他の公共団体またはその他の公共

的団体というふうに上位法でも定められている

ところでございますが、ここの中の公共的団体

等という部分につきましては、地方自治法第

157条の公共的団体等と同義の部分ではないか

なというふうに理解しております。農業協同組

合、森林組合、漁業組合、その他の協同組合、

商工会、商工会議所等の産業経済団体、老人ホ

ーム、保育園、赤十字社、社会福祉協議会等の

構成社会事業団体、青年会、婦人会、文化協会、

体育協会等の文化事業団体など、公共的な活動

を営むものがすべて含まれる。公法人、私法人

を問わないというような考え方なんだろうとい

うふうに考えております。 

 それから、２点目でしたでしょうか、自治組

織と個人情報の取り扱いの関係で、これは地区

長さんの位置づけということにもかかわること

だろうと思いますけども、市民の特定個人の皆

様に文書を配布する手段として、現在地区長さ

んのご協力、ひいては隣組長さんも含めて大変

なご協力をちょうだいしておるという実態がご

ざいます。地区長さんにつきましては、本市の

地区長設置条例に基づいて市長の委嘱する職で

あるわけでございますけども、位置づけとして

は非常勤の特別職と言えるような部分でもある

のかなというふうに思います。 

 地区長としての職を通して知り得た地区住民

の個人情報、これは隣組長さんも地区長組織の

中の役員という位置づけ、地区長さんとあわせ

て条例上にうたっておりますので同様かなとい

うふうに考えておりますけども、私ども地方公

務員法の守秘義務が適用される一般職と同様の

こういった情報に関しては適切な管理が求めら

れているんではないかというふうに考えており

ます。 

 それから、一番最後の審査会のお問い合わせ

でございますが、11月の４日に審査会開催をし

ております。例年、年に一度の開催でございま

す。９月定例会の蒲生吉夫議員のご質問を受け

ての内容にかかわる審査会ということではござ

いません。報告、協議の内容は、当該この案件

以外の内容のものでございます。 

 私からは以上でございます。 

○町田義昭議長 宇津木正紀市民課長。 

○宇津木正紀市民課長 私の方からは、大項目２

番目の（２）、９月議会以降、個人コード、世

帯コードなどについて申請団体と協議がなされ

たか。もう１点、どのように改善されるのかと

いう２点についてお答え申し上げます。 

 まず、９月議会後の９月30日に開催されまし

た長井市社会福祉協議会の理事会におきまして、

福祉事務所の所長が社会福祉協議会の会費納付

書に今後個人コード、世帯コードを除いて表示

したい旨の説明をいたしたと聞いたところであ

ります。 

 その結果、特に異論はなかったとのような報

告を受けておりますので、私、協議するつもり

でおったんですが、ちょうどいい機会に福祉事

務所の所長が協議していただいたということで、

その結果を受けまして、来年度以降につきまし
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ては個人コード、世帯コードを除いて表示して

いくものだというふうな認識をしたところでご

ざいます。 

 もう１点、日本赤十字社の社費の件でござい

ますが、こちらにつきましても福祉事務所の所

長が日赤の長井地区、そちらの幹事の職につい

ております。所長が９月議会で蒲生吉夫議員の

質問に対しまして、個人コードと世帯コードは

除いてもよろしい旨の答弁をしておるところで

ございます。そのような答弁でしたので、来年

度以降につきましては日赤の社費についても個

人コードと世帯コードにつきましては除いて表

示していくものだというふうに考えております

し、福祉事務所の所長にその旨を確認したとこ

ろでございます。 

 私の方からは以上でございます。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 最初の項については、

市長の答弁で了解をしたいと思います。 

 一般に、高齢者というふうに使うようになっ

てはきてるんですね。だけど「長井のふくし」

で一部そうなってないところが、私、見つけま

した。これは福祉事務所の方で検討してもらえ

ばいいことだというふうに思いますね。 

 ただ、やっぱり後期高齢者医療保険制度あた

りで、この「高齢者」というのも結構問題にさ

れる方いますけども、私は全然問題はないと思

うんですね。医療保険制度そのものが75歳で区

別したというところが問題なのであって、ＷＨ

Ｏではさっき市長が言ったように「高齢者とい

うのは65歳以上のことを呼ぶ」と。区分けして

るんですね、65歳から74歳までは「前期高齢

者」と言ってるんですね。75歳以上を「後期高

齢者」と呼んでるんですよ。85歳以上を「末期

高齢者」というんですよ。言葉はいいか悪いか

は別にしまして、これはＷＨＯで呼んでること

ですから、これは私が言ったわけでも何でもな

くて、高齢者という言葉そのものが別に私は悪

いと思ってませんので、ぜひそんな格好で老人

憲章となっている部分についても中身について

見直していただければありがたいなというふう

に思っているところでありますが、次の項の方

で再質問させていただきたいというふうに思い

ます。 

 やっぱり答弁納得いかないですよね。総務課

長、今、９月の答弁どおり個人情報保護条例の

第９条第１項第６号に該当するので、社会福祉

協議会や日赤のその納付書と領収書を企画調整

課で印刷をしてるんですよね。データを持って

印刷をしているわけですね。この６号に該当す

る部分で、「国などが」というところをとって

も広く解釈している。これは地方自治法と同じ

ようにしているというふうに今総務課長答えら

れましたけども、私は拡大解釈だなというふう

に思っています。どんなふうに読んだって、そ

んな解釈の仕方ないですね。 

 該当させるんだとしたら、ここの７号の方が

ずっと該当しやすいですよ。７号を読みますか。

前各号に掲げるもののほか、実施機関が審査会

の意見を聞いた上で個人情報を利用し、または

提供することが公益上特に必要があると認める

とき、こっちの方がずっと該当しそうには思い

ませんか、総務課長、まずそこをお聞かせくだ

さい。 

○町田義昭議長 飯澤常雄総務課長。 

○飯澤常雄総務課長 ちょっと見解の相違という

んでしょうか、私は６号の方で対応できるので

はないかなと考えているところです。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 あなたに見解の相違と

言われると、法令等審査会の代表ですからね。

こういう部分について個人情報保護審査会で議

論すべきじゃないんでしょうか。９月の議会で、

私はこういう問題提起をしてるんですよ。そう

いう質問、答弁を聞いた上で、ここはどうなん

だというふうに、次の執行をどうしようという
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ふうに考えていくのが管理職の仕事だと私は思

うんですけどね。そうでなければ、何にも反映

されないんですよ。 

 具体的に言います。総務課長の答弁ですと、

地区長も隣組長も公務員と同じように守秘義務

を負うというふうに先ほど答えたんだと思いま

すけども、間違いないですか。 

○町田義昭議長 飯澤常雄総務課長。 

○飯澤常雄総務課長 地公法上、明文の規定で、

地公法は一般職にしか適用ありませんので、地

公法の守秘義務についてはこれは一般職でござ

います。 

 地区長さん、隣組長さんにつきましては、私、

先ほども述べましたように一般職ではなくて、

どっちかといえば特別職ということなんだろう

と思います。特別職だから守秘義務が免れると

いうことではこれはなくて、地区長さん、隣組

長さん、特に重要なお仕事をなさっている部分

のところで、市からのさまざまな文書等の配布

に当たってさまざまな情報に接する機会がある。

そういった部分のところで、普通一般的な善良

なる管理者としての守秘義務というのは、これ

はあってしかるべきではないかと私は思います。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 社会通念上、別にこう

いう公共的な情報でなくたって、話ししたこと

はこれは黙っていなきゃいけないとか人にしゃ

べっちゃだめだとか、社会通念上そんなことす

るのは当たり前でしょ。でも、あなたが今答え

たのは違いますよ、明らかに。守秘義務を負う

ということですよ。特別職として守秘義務を負

うと。私らも特別職ですけども、こんなことを

負わせるんですか。地区長そのものが、設置条

例に基づいて市長が委嘱するわけですね。年に

１回委嘱するんですよね。その人があるという

のはわかります。どの程度かというのは問題あ

ります。同じように隣組長に負わせるというの

は、私はそんな見解ちょっと考えられないなと

いうふうに思うんですね。一般の行政職とは違

う、それは当たり前のことですよ。だけども、

「住所、名前程度はいわゆる個人情報に当たら

ない、地区でみんな知ってることだから」とい

うふうに市長の方からもありましたね。地区の

中の皆さんはみんな知ってることだから、そう

じゃないです。世帯主名を書いてるんですよ、

これに。そういうやつ見たでしょ、見るように

言っておいたんで。こういう用紙の３枚つづっ

てあるんですが、２枚ですね、納付書というの

と。これは私はすごい情報だなと思いますよ。

欲しい人いっぱいいると思います。 

 公共的な団体であれは公開してくれるという

んだったら、私は公開してもらいたいですね。

それも印刷もしてもらいたいです。こういうの

を印刷していいというふうになってるような条

項というのはどっかあるんでしょうか、そこに

ついてお聞かせください。 

○町田義昭議長 飯澤常雄総務課長。 

○飯澤常雄総務課長 お答えいたします。 

 ２つ問題あると思うんですが、地区長さんと

隣組長さんの守秘義務の問題、先ほどから焦点

になってますけども、その問題と、このたびの

納付書の関係、これが９月定例会の議員のお話

にもありましたように全部見える状態で出回っ

ているのではないかと。ただし、それ実際には、

納付書の写し私も見ておりますが、ここに示さ

れている情報、これは９月定例会での福祉事務

所長の答弁にもありましたが、地区長さん、隣

組長さんを通じて通知をして集金をするという

一連の業務の中で、配布しやすい体制、それか

ら納付も含めてでございますが、業務に滞りな

く対応できるという部分のところの必要最小限

の情報を記載しているというふうに私は理解を

しております。 

 市民課長の答弁にございましたように、地区

コードと個人コードですか、コードを一部を来

年からは表示しないというようなお話などもあ
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りましたが、これは配布する方の部分のところ

で、あるいは集め方の部分のところでそのコー

ドが必要ないというふうに判断をなさったんで

はないかと私は思います。最低限どこのどなた

に納付書をお渡しするという情報がわからなけ

れば、この関係の業務、立ち至らないことにな

ってしまうのではないかというふうに思います。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 あなたの認識では、長

井市社会福祉協議会、民間の事業者でないです

か。公的な仕事をたくさんやってます、委託を

受けて。だけども、民間の事業者ですよね。社

会福祉法人という民間の事業者が長井市内にた

くさんあります。会員獲得活動に使われてるん

ですよ、これ。そうでしょ。それは大丈夫です

か、会員獲得運動ですよ。入らないと言った人

は、これ出さないだけの話なんですよ。 

 私、隣組長をことしたまたましてるんで、回

りばんこでやってますので、こういうふうに納

付書と領収書がついてくるんですね。私が700

円ずつ集めて、自分の判こを押すんですよ。で、

地区長のところに持っていくんですよ、そのお

金を。地区長の方は、何件だから幾らというふ

うに領収書を先につくってます。ところが、１

人これに入らないと言った場合には、領収書を

もう一回書き直してするんですね。具体的に考

えていくと、会員獲得運動そのものじゃないで

すか、民間事業者の。 

 ９月にも感じたんですけども、長井市社会福

祉協議会を市が何とでもできる組織だなんては

思っていないんでしょうけれども、民間事業者

だっていう認識を持ってない悪いけども管理職

の方が私はおられると思います。私、感じたの

は、２年に１回ずつ私らの地域も地区長さんが

かわります。「長井市社会福祉協議会は、市の

職員を派遣してるんだもの、市の団体でない

の」と、地区長さん方もそういう認識なんです。

ましてや市民の皆さん方はそうだと思います。

その中で、例えば今言ったように特別職の守秘

義務だとか言われても私は困ります、少なくと

も。 

 集まらなかったというふうにして持っていく

んですね、領収書を。そこで地区長の判こは押

さないですね、切り取ってそこだけ置いてくる

んですよ。どういう認識を持ってるかというと、

会員になるもならないも自由だっていう認識を

持ってないんですよ、払うもんだと。もっと言

えば、地区費として集めておいてまとめて払う

というところもあるんじゃないですか。本人が

会員になるかならないかという意思表示できる

部分がないという部分があるんじゃないですか。

そういうところに対して、行政情報、住所と氏

名は立派な私は個人情報だと思います。それを

まとめてしまえば、すごい情報だと思います。

それが本人が会員になるかならないか意思表示

しないで、それでもう地区費としてまとめて集

めてるから、それは会員として認めていくと。

これが個人情報として管理の方法正しいと思い

ますか。 

 だから私が先ほど質問した中では、「こうい

う実態だから」と、「その上で答弁してくださ

い」と求めてるんですよ。一般的なことを答弁

してもらうつもりで質問したんじゃないんです。

そういう実態があることも含めて、こういうも

のを公開しても問題ないと、こういうふうにな

りますか。もう一回答弁してください。 

○町田義昭議長 飯澤常雄総務課長。 

○飯澤常雄総務課長 結論からお話ししますが、

私の答えは先ほど申し上げたとおり変わりませ

ん。社会福祉協議会がこれは民間団体というこ

とは、議員おっしゃるとおりだと思います。社

会福祉協議会だから何でもかんでも情報を提供

していいなんていうことは、これは私ども一切

そんなことは考えておりません。あくまでその

情報提供に当たって、その提供する情報が有意

義に使用される、それから提供の目的以外のこ
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とに使用されるおそれがないということ、それ

からそこに書かれた内容で実際にその権利が侵

害されたというようなことは、私、ないんだろ

うと思います。 

 それから、後の方のお話でございますが、確

かに会員になるならない、そのお話は議員さん

のおっしゃることもわかります。ただし、赤十

字等、あるいは社会福祉協議会がこれらの団体、

先ほどから説明くどくど申し上げておりますけ

ども、大変に公共性の高い団体であると。その

活動についても、集められた社費あるいは会費

等がどのように使用されているかというような

ことについても、毎年の会報等でしっかり情報

の公開がなされているというようなことでござ

いますので、地区の取り扱い、地区一括で支払

っているところ、あるいは支払ってないところ、

そういったところを私つまびらかに調べた内容

はございませんけども、調べたものは持ってお

りませんが、取り扱いはその地区のところでご

判断をして、現在のような形に落ちついている

んではないかというふうに私は思います。 

 この提供に当たって、市長の最初の答弁にも

ございましたように、個人の経歴とか学歴とか

あるいは家庭状況とか、あと健康状態とか、そ

ういった非常にプライバシーにさわるような内

容の情報というのは一切出ていないわけであり

まして、私は提供自体については問題はないと

いうふうに考えてます。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 公共性が高いというふ

うに言っておられますが、社会福祉法人という

団体そのものが、全部ですよ、公共性高いんで

すよ。なぜ社会福祉協議会だけそれを別扱いに

するんですか。そんなことあなたに説明されな

くても、社会福祉法人というのは公共性が高い

ことぐらいわかってます。私も別の社会福祉法

人の理事やってますから。それを言ったってし

ようがないからですが、権利が侵害されないと

今答えられましたね、住所と氏名が書いてある

もの。その家の世帯主名が書いてあるんですよ、

だれでもない。私は、自分の地域でもだれが世

帯主だったかというのは、世帯主だれでもでき

ますからね、うちの中の人であれば。最高齢で

あるとか若い人にかわっただとか、どうにでも

できます。住所と氏名だけであっても、そうい

うふうに書かれているものがはだかのままです

よ。投票用紙でも何でもそうですけども、きち

っと封筒に入ってるでしょう。 

 ことしの国勢調査であったように、「封をし

たやつを集めに行きます」というふうにしてま

すね。前回までは違いましたよ。調査員の方が、

書くところが漏れていたらチェックしましたよ

ね。今回はそれしなくなったんですよ。それぐ

らい世の中の状況が変わっているのに、平成15

年の８月に印刷して出しても情報公開だからい

いんだと。じゃあ手続的に合っていますか、情

報公開の仕方。 

 私ら、例えば自分の有権者名簿が合ってるか

どうかというのを閲覧しますね。家族の者だと

か、また隣の者をメモしてきますね。何をメモ

したかというものを全部一覧表にして残さなき

ゃいけないですよね。そういう手続も踏まなき

ゃいけないようになってるんですよ。 

 今、置賜病院は病室の入り口に４人部屋であ

れば４人の名前書いてます。県立中央病院は、

そんなの書いてません。この前、東京の昭和病

院に行ってきました。そこは病室の入り口にタ

ッチパネルがあって、タッチすると名前がすっ

と浮かんでくる。それもすぐは浮かばない、ち

ょっと時間たって浮かんでくる。それ名前だけ

だと問題ないなんて理屈、どこに成り立ちます

か。 

 総務課長、読んできたかどうかですけども、

私の質問していて、それぞれに個人情報を保護

するためのガイドライン、読んできてますか。

読んできてれば、ちょっとあなたのような認識
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は私はならないなというふうに思いますけども、

お答えください。 

○町田義昭議長 飯澤常雄総務課長。 

○飯澤常雄総務課長 ただいま議員からお話あり

ましたガイドライン、これは個人情報保護法が

制定された後、個人情報保護法の取り扱いにつ

いては一番大もとのところでその取り扱いの内

容とか、さまざまなあるいは遵守しなければな

らない内容とか決まりきった基本的な事項が固

まっていると。 

 実際に、国あるいは県、市町村もそうでござ

いますけども、それぞれが実施機関として個人

情報を取り扱う場合のガイドラインのことをお

っしゃってるんだろうと思います。 

 平成16年でしたでしょうか、かなり前でござ

いますが、福祉団体に対するガイドライン、当

時厚生労働省からガイドラインが出ていると。

当然事業者として、そういったかなり広い中身

です。実際に福祉事業を展開する施設で申し上

げますとかなりの種類があるわけでございます

けども、そういったところのかなり細かい部分

のところまで取り扱いの中身、これは法の精神

を受けてのまさしく通達というんでしょうか、

ガイドラインということで出ている、それは私

も承知をしております。 

 先ほどからお伺いをしていて、確かに地区長

さんあるいは隣組長さんと手に納付書が渡って

いく段階で、納付書自体がもう全然袋にも何も

入ってない状態でということについては、私も

改善の余地はあるんだろうというふうには思い

ます。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 袋に入れるか入れない

かなんて、そんな程度のことを私は言ってるん

でなくて、ならば福祉法人それぞれのところに

同じように扱いますか。長井市社会福祉協議会

は、会員獲得のために発効されたものなんです

よね。９月の議会でも福祉事務所長から言われ

ましたけども、「このお金はどこに使われてい

るかわかりますか」という質問を私はしました。

だけども、「会計全体に入っていきますから、

これはどこに使われているかなんていうのは全

くわからない状態です」というふうに答えてる

んですよね。そうでしょ。ならば、ほかの社会

福祉法人も会員獲得のために市民課長が行政デ

ータファイルを使っていいという許可を出して、

企画調整課で欲しいという団体から委託を受け

て印刷をして、世帯主と住所を書いて全戸配布

できるような体制で出していくと。同じように

扱いますか、その申請の目的が福祉の向上のた

めにというふうにした場合。 

 どういう申請書が出たかわかりません、私も。

平成15年に申請書を出すことになってるんです

よね。申請書にはどんなふうに書いてありまし

たか、その許可を出すときに。それと同じよう

に書けるんであったら、ほかの社会福祉法人も

同じ文書を書いて、その上で会員獲得のために

利用するわけですね。それで同じように扱いで

きますか。 

○町田義昭議長 飯澤常雄総務課長。 

○飯澤常雄総務課長 15年の８月ですから、当時

は現在のような情報公開、個人情報もセットの

審査会ではなくて、個人情報保護単独の審議会

であったようでありますが、そこのところに、

ちょっと私、手元に持っている資料では、外郭

団体の、これ９月で市民課長、福祉事務所長の

答弁の内容と同じなんですけども、使用目的は

社費納付書、領収書、あるいは社員台帳の整備、

これは赤十字、それから社会福祉協議会でいえ

ば会費納付書、領収書、会員台帳ということで、

印字するためのデータ等を提供したという報告

という形で上がっているということでございま

す。 

 ほかの社会福祉法人への対応どうかと。これ

はこの保護条例の条項の適用については議員さ

んと見解が私違っておりますが、６号とか７号
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とかいうんではなくて全体、６号というふうに

私は整理をしておりますので、それにのっとっ

た形で所管課の方からお話があれば、これは検

討していく内容ではないかなというふうに考え

ます。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 なるほど的な答弁です

が、要するに使用目的は会員の整備のためです

ね、申請あったのは。会員獲得じゃないんです

ね、すると。そうすると、目的とは違うんじゃ

ないですか。 

○町田義昭議長 飯澤常雄総務課長。 

○飯澤常雄総務課長 この両者の団体、これが公

共的に非常に大きな役割を果たしているという

ことについては、これは論を私はまたないんで

はないかなというふうに思います。そういった

活動を充実させていくという、これは公共的な

対応ということでは重要なことではないかなと

思います。その意味でのその使用目的というこ

とで提供したんだろうというふうに考えており

ます。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 時間のようなんで終わ

りますが、私は別に納得して終わったわけでも

何でもなくて、これは私の判断する方が多分い

ずれ正しいと思いますので、歴史的な経過の中

で個人情報の保護というのはずっと変わってき

てるんですよ。だから15年にどうこうしたもの

なんていうのは、本当にそれでいいのかどうか

という部分については私はかなり疑問がありま

す。 

 時間を少し残してますが、終わります。 

○町田義昭議長 ここで昼食のため暫時休憩いた

します。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午前１１時５９分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○町田義昭議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 蒲生光男議員の質問 

 

 

○町田義昭議長 順位３番、議席番号６番、蒲生

光男議員。 

  （６番蒲生光男議員登壇） 

○６番 蒲生光男議員 私の通告している質問項

目は３点です。市長以下当局の皆様には、簡潔

明瞭にご答弁をいただきますようお願いいたし

ます。 

 さて、このたびの市長選挙において２期目の

当選をされました内谷市長、２期目のスタート

地点に立たれお祝いを申し上げますとともに、

ぜひ声なき声に真摯に耳を傾けられ、市民のた

めの市政執行を行っていただきますようお願い

いたします。 

 最初の質問は、高校再編にかかわる問題です。 

 西置賜地区の高校教育のあり方についての報

告書から、西置賜の高校の変遷ですが、昭和22

年、教育基本法、学校教育法が制定されたこと

に基づき、昭和23年度から新制高等学校が発足

し、西置賜地区については長井第一高校、昭和

25年から長井北高校、長井第二高校、昭和25年

から長井南高校（豊田分校、致芳分校、平野分

校、西根分校）、荒砥高校、これは鮎貝分校、

東根分校、蚕桑分校、小国高校、飯豊分校の前

身となる豊原高校（豊川分校、添川分校）の５

校が設置されたとの報告であります。その多く

は定時制課程であったが、時代の変化とともに

全日制課程への転換が進み、分校もその数を減

らしていきました。 


